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議案第１２号 

    東京都板橋区個人番号及び特定個人情報の取扱いに関する 

条例の一部を改正する条例 

上記の議案を提出する。 

   令和６年２月１４日 

提出者 東京都板橋区長 坂 本  健 

 

    東京都板橋区個人番号及び特定個人情報の取扱いに関する 

条例の一部を改正する条例 

東京都板橋区個人番号及び特定個人情報の取扱いに関する条例（平成

２７年板橋区条例第５６号）の一部を次のように改正する。 

第２条第５号中「第９条第３項」を「第９条第４項」に改め、同条第

１６号を同条第１８号とし、同条第８号から第１５号までを２号ずつ繰

り下げ、同条第７号の次に次の２号を加える。 

⑻ 特定個人番号利用事務 番号法第１９条第８号に規定する特定個

人番号利用事務をいう。 

⑼ 利用特定個人情報 番号法第１９条第８号に規定する利用特定個

人情報をいう。 

第４条第１項中「番号法別表第２の第２欄に掲げる事務」を「特定個

人番号利用事務」に改め、同条第３項中「番号法別表第２の第２欄に掲

げる事務」を「特定個人番号利用事務」に、「同表の第４欄に掲げる特

定個人情報」を「利用特定個人情報」に改め、同項ただし書中「当該特

定個人情報」を「当該利用特定個人情報」に改める。 

別表第１の１の項中「別表第１の７６の項」を「別表１１１の項」に

改める。 

別表第２の１の項中「別表第１の７６の項」を「別表１１１の項」に

改め、同表１０の項特定個人情報の欄を次のように改める。 

地方税関係情報、医療保険給付関係情報、介護保険給付等関係情報、
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難病患者医療関係情報、障がい者関係情報、障がい者自立支援給付 

関係情報、生活保護関係情報、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進 

並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に 

関する法律（平成６年法律第３０号）による永住帰国旅費、自立支 

度金、一時金若しくは一時帰国旅費の支給に関する情報、中国残留 

邦人等支援給付等関係情報、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和 

３９年法律第１２９号）による資金の貸付け若しくは給付金の支給 

に関する情報、母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）による養 

育医療の給付若しくは養育医療に要する費用の支給に関する情報、 

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）による小児慢性特定疾病 

医療費の支給、療育の給付若しくは障害児入所給付費の支給に関す 

る情報、特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律 

第１３４号）による障害児福祉手当若しくは特別障害者手当若しく 

は国民年金法等の一部を改正する法律（昭和６０年法律第３４号） 

附則第９７条第１項の福祉手当の支給に関する情報、児童扶養手当 

関係情報、特別児童扶養手当関係情報又は児童手当関係情報であっ 

て区規則で定めるもの 

別表第２の１９の項中「別表第１の８の項又は９４の項」を「別表９

の項又は１２７の項」に改める。 

別表第３の１の項中「別表第１の９４の項」を「別表１２７の項」に

改める。 

   付 則 

 この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第４８号）の

施行の日から施行する。 

 

（提案理由） 

 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律の改正に伴い、所要の規定整備をする必要がある。 


